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1． はじめに 
 平成24年度に、H-ⅡAロケット21号機による第一期水循環変動

観測衛星「しずく」（GCOM-W1）、韓国多目的実用衛星3号機

（KOMPSAT-3）、及び2機の小型副衛星の打上げが予定されて

いる。H-ⅡAロケット21号機については、三菱重工業株式会社

（以下「MHI」という。）がロケット打上げを執行し、独立行政法人宇

宙航空研究開発機構（以下「JAXA」という。）が打上げ安全監理

に係る業務を実施する。 

 この打上げに係る安全対策について、宇宙開発委員会安全部

会は、「ロケットによる人工衛星等の打上げに係る安全評価基準」

（平成22年11月4日 宇宙開発委員会安全部会）（以下「安全評

価基準」という。）に基づき、平成24年2月10日及び2月24日に、一

部非公開※にて調査審議を行った。本報告書はその結果を取り

まとめたものである。 

 

※「第13条（会議の公開）本委員会及び部会の議事、会議資料及

び議事録は、公開する。ただし特段の事情がある場合においては、

事前に理由を公表した上で非公開とすることができる。」（宇宙開発

委員会の運営等について 平成13年1月10日宇宙開発委員会決

定）に従い、ロケット打上げに係る施設・設備等に機微な情報が含

まれる部分についてのみ、非公開で審議を行った。 
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（添付）H-ⅡAロケット21号機による第一期水循環変動観測衛星「し

ずく」（GCOM-W1）および韓国多目的実用衛星3号機

（KOMPSAT-3）等の打上げに係る安全の確保に関する調査

審議について 

I． 保安及び防御対策 
 H-ⅡAロケット21号機の打上げに際して、その整備作業段階か

ら打上げ目的が達成されるまでの間の破壊・妨害行為のおそれ

に対して、JAXAは、保安物等の取扱い施設及び貯蔵所、並びに

打上げに係る情報等の保管場所を含む射場の保安及び防御に

ついて、適切な対策を講じるよう計画している。 

 

II． 地上安全対策 
 H-ⅡAロケット21号機の打上げに際して、射場及びその周辺に

おける人命・財産の安全を確保するため、ロケットの推進薬等の

射場における取扱いから打上げ後の後処置作業終了までの一連

の作業に対して、JAXAは、これまでの打上げ経験を踏まえて地

上安全確保に係る業務を行う。この業務のために、打上安全監理

責任を持つJAXAは、H-ⅡAロケット21号機の打上げに係る地上

安全計画を制定している。 

 JAXAは、地上安全計画に基づき、打上げ執行責任を持つMHI

が作成する安全管理計画書と、JAXAの衛星プロジェクト部門等

及びMHIの衛星担当が作成するシステム安全プログラム計画書

が、関係法令やJAXAの安全要求を満足していることを確認する。

さらにJAXAは、MHI（打上げ執行・衛星担当）やJAXAの衛星開

発部門等が設定した安全制御方法の妥当性を確認し、それに基

づく危険作業手順書の承認を行い、指定した危険作業が実施さ

れる際には、立入規制や、陸・海・空の警戒監視等の安全対策を

実施する。また、安全上特に配慮を必要とする保安物の取扱い

作業については、JAXAの射点安全要員が立合い、安全を確認

する等の安全対策を実施する。 

 以上のような形で、安全確保が徹底される計画となっている。 



1． ロケットの推進薬等の射場における取扱いに係る安全対策 
 H-ⅡAロケット21号機及び衛星の推進薬等（火薬類、高圧ガ

ス、危険物及び毒物）を表-1及び図-1に示す。射場における推

進薬等の取扱いに際して、JAXAは、以下のとおり適切な対策を

講じるよう計画している。 

（1） 静電気対策 

 火薬類、高圧ガス、可燃性液体等の取扱いに際しては、静

電気除去板への触手、固体ロケットブースタ（SRB-A）や設備

類の接地、帯電防止防炎作業衣等の着用、湿度管理等の静

電気対策がとられる。 

（2） 保護具の着用 

 火薬類の取扱いに際しては必要に応じ導電性・耐火性作業

衣、安全靴及び保護面等の保護具が、高圧ガスの取扱いに

際しては必要に応じ特殊作業衣、革手袋、安全靴及び保護面

等の保護具が､危険物及び毒物の取扱いに際しては必要に

応じ特殊作業衣、ゴム長靴、ゴム手袋、呼吸装置等の保護具

が、それぞれ使用前点検を行ったうえで着用される。 

（3） 遠隔操作又は防護設備の使用 

 高圧ガスの充填り口圧作業において、所定圧力以上の充

填・加圧作業は遠隔操作により行われる。止むを得ず機側で

操作する場合は、人員を制限し保護具及び防護設備等を使

用するよう対策がとられる。 

（4） 推進薬等の取扱い施設に関する監視等 

 推進薬等の取扱い施設については、防犯警報装置により常

時監視されるとともに、夜間及び休日には警備員による巡視が

行われる。また、射点周辺については、24時間体制の警戒及

び周回巡視が行われる。 

（5） 発火性物品の持込み規制等 

 推進薬等の存在する区域については､マッチ、ライター、グラ

インダー、溶接機、バッテリー等の発火性物品の持込みが禁

止される。また、許可された場所以外での喫煙は禁止する。 

 液化水素、液化酸素貯蔵タンク周辺等では、非防爆電気機

器の使用が規制され、フラッシュ撮影及び携帯電話の使用は

禁止される。 

（6） その他の対策 

 ロケット打上げ後の燃料及び酸化剤の供給配管内の残留液

の抜取り等の後処置作業は、射場整備作業時の安全対策に

準じて実施される。 

 電波機器の取扱いについては､電波放射時における危険区

域への立入が禁止され、危険区域に人員が入っていないこと

等の確認が行われる。 

 ヒドラジンの取扱い作業中、又は保管されている環境下での

作業中は、ヒドラジン濃度測定器により常時環境モニタが行わ

れる。 

 密閉空間内で酸欠のおそれのある作業をする場合は､酸素

濃度計及び酸欠警報器を使用して安全が監視されるとともに､

強制換気装置を設置し酸欠防止対策が講じられる。 

2． 警戒区域の設定 
 JAXAは、ロケットの打上げに係る作業期間中の各段階に応じ

て、以下のとおり適切な警戒区域を設定し、関係者以外の立ち

入り規制等を行うよう計画している。 

（1） 整備作業期間における警戒区域 

 射場整備作業の各段階について、安全評価基準Ⅲ．2．（1）

に基づき警戒区域が設定されている。 



 警戒区域については、射場安全課長が指定又は許可した者

以外の立ち入りが禁止され、必要により警備員を配置して警

戒が行われる。 

（2） 打上げ時における警戒区域 

 液化水素及び液化酸素の充填のための最終準備作業が開

始される前の適切な時期からは、万一爆発が起こった場合で

も、爆風、飛散物、ファイアボールによる放射熱、落下物、有

害物質の拡散等に対する安全を確保するため、警戒区域が

設定されている。安全評価基準Ⅲ．2．（2）に基づく地上安全

に係る警戒区域については表-2のとおりであり、爆風に対す

る保安距離約1780 mが最大となる。しかしながら飛行中断時

に発生する落下破片の及ぶ範囲及び打上げ運用性の観点か

ら、陸上警戒区域は図-2のとおり射点を中心とする半径3 km

の範囲に、海上警戒区域については図-3のとおり設定されて

いる。 

 陸上警戒区域については、関係者以外の立入りを規制する

ため、射場内要所に警戒員が配置され警戒が行われる。また、

立札、ポスター表示による人員規制の徹底や、警戒区域周辺

地域の警備について鹿児島県警察本部等へ関係者以外の立

ち入りを規制するための協力が依頼する等の措置が講じられ

る。 

 海上警戒区域については、一般の船舶が立ち入らないよう、

海上監視レーダ、双眼鏡、自動船舶識別装置（AIS）及び夜間

監視カメラによる監視が行われる。また、海上保安庁第十管区

海上保安本部（巡視船、航空機）、鹿児島県（漁業取締船）に

依頼する他、JAXAによる傭船による警戒等の措置が講じられ

る。 

 警戒区域の上空については､要所に配置された陸上及び海

上の警戒員により監視が行われる。 

 打上げ事故時には、衛星搭載推進薬が流出・蒸発してガス

が射場周辺に拡散することが想定される。ガス拡散に対する

安全の確保の観点から、ガス拡散範囲の予測に基づき、図-4

のとおり、射点から約3700 mまでの陸上及び海上が通報連絡

範囲として設定されている。通報連絡については、事前に周

知を図るとともに、町役場の協力を含めて通報連絡体制が整

備される。事故発生時には、連絡通報範囲内の人及び船舶等

に対して屋内待避等の連絡等が行われる。 

3． 航空機及び船舶に対する事前通報 
 打上げ作業期間中の航空機及び船舶の航行の安全を確保す

るため、JAXAは、以下のとおり適切な時期に必要な情報を的確

に通報するよう計画している。 

（1） 航空機に対する通報 

 ロケットの打上げ実施の計画について､事前に国土交通大臣

に通報するとともに、航空情報センター等に対して､打上げ直

前までの打上げ時刻の変更等について情報を通報する。 

（2） 船舶に対する通報 

 事前に海上保安庁に対して打上げを行う旨を通知し、船舶

への周知を依頼する。また、打上げ日時に変更があった場合

は、速やかに関係機関へ通知する。 

4． 作業の停止等 
 発射整備作業期間中、JAXAは、以下のとおり必要な場合に

適切に作業の停止を行い、安全上の措置を講じるよう計画して

いる。 

（1） 打上げ作業の停止 



 打上げ作業は、射場安全主任卓、総合防災監視設備、射点

安全卓において常時監視される。安全上支障が生じ又は生ず

るおそれがあるときは、打上安全監理責任者（緊急の場合は

射場安全課長）が作業の全部又は一部の停止を指令し、事故

等の発生及びその拡大防止が図られる。 

（2） 打上げ作業の逆行 

 作業が停止され、打上げが延期される場合には、火工品結

線解除、燃料・酸化剤の排出作業等は、特に安全上の配慮を

した逆行スケジュール、手順書に従って実施される。 

5． 防災対策 
 射場における事故等の防止のため、JAXAは、以下のとおり適

切な防災対策を講じるよう計画している。 

（1） 防災設備の設置及び防災計画の作成 

 警報装置（火災報知器等）、防火・消防設備（図-5）等の防災

設備が設置され、火災検知、防犯警報等の情報は総合防災

監視所等でモニタされる。 

 また、防災のためのJAXA内部規程が整備されており、防火、

消防及び防護の設備については、危険作業の実施に先立ち

機能点検が行われる。 

（2） 荒天、襲雷、地震時等の対策 

 ロケットの推進薬等の取扱い等危険作業実施中に「台風警

戒報」、「大雨警戒報」又は「雷警戒報」が発令された場合は、

作業が停止され、必要な安全対策が実施された後、安全な場

所へ退避が行われる。 

 「津波警報」が発令された場合又は地震が発生した場合は、

JAXAの内部基準に基づき作業が停止され､応急措置が講じら

れた後､安全な場所へ退避が行われる。 

 警報等解除後は、ロケット、衛星、施設設備等の必要な点検

及び被害調査が実施され、安全が確認された後、平常作業へ

の復帰がなされる。 

 

III． 飛行安全対策 

 H-ⅡAロケット21号機の打上げに伴い発生する落下物等及びロ

ケットの飛行に対する安全対策、並びに航空機及び船舶の安全

を確保するため、JAXAは、これまでの打上げ経験を踏まえて安

全確保業務を行う。この業務のために、打上げ執行責任を有する

MHIは飛行安全解析を実施して、飛行安全適合性報告書等を、

JAXAに提出する。打上安全監理責任を持つJAXAは、それらを

評価・確認して、確認結果に基づいてH-ⅡAロケット21号機の打

上げに係る飛行安全計画を制定し、以下のとおり、飛行安全運用

を行う。 

1． 打上げ時の落下物等に対する安全対策 
 打上げに伴い発生する落下物等に対する安全を確保するた

め、JAXAは、飛行計画の策定に際して、以下のとおり十分に安

全確保が考慮された計画を設定している。 

（1） 正常飛行時のロケット落下物に対する安全対策 

 正常飛行時の飛行経路は図-6に示すとおりである。 

 ロケットが正常に飛行した場合の落下物としては、2本の固体

ロケットブースタ（SRB-A）、上部衛星フェアリング及び第1段機

体がある。これらの落下中の大気抵抗等を考慮した落下予想

区域は、図-7のとおり、陸地及びその周辺海域に影響を与え

ないよう設定されている。 

（2） ロケットが推力停止した場合の落下物に対する安全対策 

 ロケットの推力飛行を中断した場合の落下物の衝突、飛行中



の爆発に伴う爆風、固体推進薬の二次爆発、及び二次爆発に

よる爆風及び二次破片の飛散、並びに搭載推進薬の流出及

びガス拡散等による被害の発生を防止するため。以下の対策

が講じられている。 

 射場周辺の陸上については、図-2に示すとおり、射点を中

心とする半径3 kmの区域等が設定されており、警戒が行われ

る。射場周辺の海域については、図-3に示す警戒区域が設

定されており、警戒が行われる。図-3の海上警戒区域外では、

発射直後の飛行中断に伴う破片の落下分散が評価され､飛行

中断に伴う破片の落下による船舶被害の発生の可能性が極

めて小さいと評価されている。 

 射場周辺から離れた地域については、落下予測点軌跡（推

力飛行中のロケットが突然推力停止の状態に陥った場合に予

測される落下点の軌跡）の分散域が、人口稠密地域から可能

な限り離れて通過するよう、飛行経路は図-8に示すとおり設定

されている。 

2． 打上げ時の状態監視、飛行中断等の安全対策 
 ロケットの飛行に対する安全を確保するため、JAXAは、以下

のとおり飛行中の状態監視を行い、必要な場合は飛行の中断

を安全に行えるよう計画している。 

（1） 飛行中の状態監視 

 ロケットの位置、速度、内部機器作動状況等について、図-9

に示すように、光学設備、ITV、レーダ、テレメータ等により、安

全確保のために必要な範囲において、飛行中の状態監視を

行う。 

（2） 飛行中断 

 安全確保のために必要な範囲において、飛行中断によるロ

ケットの落下あるいはロケットの破壊時の破片の落下による影

響が陸地等に及ばないよう、落下限界線が設定されている。 

 次のいずれかの場合に該当するときは、飛行安全室長の指

揮のもと、ロケットの指令破壊等が行われ、飛行が中断され

る。 

① ロケット及びその破片の落下予測域が落下限界線を越える

とき（注）ただし正常飛行範囲を飛行するロケットの飛行中断

時の落下予測域が落下限界線を通過する場合には、その直

前までの飛行状況を十分監視して、正常であることを条件と

して、上記の飛行中断条件の適用が見合わされる。 

② ロケットの監視が不可能となり、ロケット及びその破片の落

下予測域が落下限界線を越えるおそれがあるとき 

③ ロケットの飛行中断機能が喪失する可能性が生じ、かつ、ロ

ケット及びその破片の落下予測域が落下限界線を越えるお

それがあるとき 

④ その他、ロケットの推力飛行の続行により安全確保上支障

が生じるおそれがあると判断されるとき 

（注）ロケットの落下予測域とは、ロケットの飛行を中断した場合に、

落下物の衝突、飛行中の爆発に伴う爆風、推進薬破片の地上

落下時の二次爆発及び二次破片の飛散、並びに搭載推進薬

の流出及び拡散等により危害が及ぶおそれのある範囲。 

 

（3） 地上とロケットの間において安全上必要なデータ取得、コマ

ンド送受のための電波リンクの確保 

 ロケット打上げから飛行安全管制終了まで安全に飛行させる

ため、適切なマージンのもとで、安全確保上必要な電波リンク

を確保するよう設定されている。 



3． 航空機及び船舶に対する事前通報 
 ロケット打上げ時において、航空機及び船舶の航行の安全を

確保するため、Ⅱ．3．にあるように、JAXAは、適切な時期に必

要な情報を通報するよう計画している。 

4． 軌道上デブリの発生の抑制 
 ロケット打上げ時において、軌道上デブリの発生を抑制するよ

う、JAXAは、以下の対策を講ずるよう計画している。 

（1） 第2段機体の破壊・破片拡散防止 

 地球周回軌道投入後、飛行中断用火工品の作動を防止す

る措置がとられる。 

 推進薬タンクについては、推進薬タンク及びヘリウム気蓄器

の内圧上昇による破壊を防止するため、ミッション終了後に、

推進薬等の放出が実施されるとともに指令破壊用火工品の作

動を防止する措置がとられている。なお、第2段機体に搭載さ

れているタンク等については、内圧上昇に対する機械式の安

全弁が備えられている。 

（2） 分離機構等 

 衛星分離機構は、作動時に破片等を放出しない方式が採用

されている。 

 

IV． 安全管理体制 

 安全対策を確実に遂行するため、JAXAは、以下のとおり適切

な体制を整備するよう計画している。 

1． 安全組織及び業務 
 打上げ作業の実施に当たっては、MHIが打上げ輸送サービス

として、打上げ執行責任者の下でロケット打上げを執行し、

JAXAは打上げ安全監理を行う。JAXAの打上安全監理体制を

図-10に、MHIの打上げ執行体制を図-11に示す。また、地上安

全に関係する組織及び業務を図-12に、飛行安全に関係する

組織及び業務を図-13に示す。 

 JAXAは、打上安全監理責任者の下に、地上安全の責任者と

して射場安全課長を、飛行安全の責任者として飛行安全室長を

置く。射場安全課長は、射場及び射点の安全確保、セキュリティ

確保並びにこれらに必要な施設設備の整備及び運用に関する

業務を統括し、MHI安全担当との連絡を密にして安全確保に努

める。飛行安全室長は、飛行安全解析及び飛行安全管制並び

にこれらに必要な施設設備の運用に関する業務を統括する。ま

た、打上安全監理責任者の下、打上管制安全評価室長を置き、

射場整備作業に係るシステム安全評価を行う。 

2． 安全教育・訓練の実施 
（1） 地上安全教育・訓練 

 JAXAは、鹿児島宇宙センター安全教育実施基準に従い、

JAXA、MHI及び契約会社の講師を承認する。それら講師は、

打上げ整備作業に携わるすべての要員に対して、作業の実

施に必要な安全知識、事故処理手順等について安全教育・

訓練を実施するとともに､危険作業を行う要員に対して､作業開

始前に作業安全基準、想定事故のケーススタディ、作業着手

前の安全注意事項等の作業別安全教育訓練を実施する。 

 また、JAXA、MHI及び契約会社は連携して、作業で想定さ

れる事故に対して避難方法、人員救助、保護具の使用方法等

に関する訓練を実施する。 

 さらに、JAXAは、万―重大な事故等が発生した場合に備え

て、現地事故対策本部が迅速かつ的確に運営できるよう、外

部関係機関を含めた総合防災訓練を実施する。 



（2） 飛行安全教育・訓練 

 JAXAは、JAXA及び契約会社の飛行安全系担当に対して、

飛行安全知識、運用手順、飛行中断時の処置手順等につい

て安全教育を実施する。また、飛行安全室長、管制リーグ及

び飛行安全系担当に対して、飛行安全管制訓練を実施する。

さらに、飛行中断時の情報連絡訓練を実施する。 

3． 緊急事態への対応 
 打上げ作業期間中に、事故が発生した場合等の緊急事態に

的確に即応するため、JAXAは、あらかじめ定める要領に従って

必要な措置を講ずるよう計画している。 

（1） 警戒体制の発動 

 打上安全監理責任者は、重大な事故等が予測されるときは、

警戒体制を宣言し、関係者に必要な措置をとらせる。 

（2） 事故等発生時の緊急措置 

 事故等が発生した場合は、射場安全課長は、直ちに図-14

に示す自衛消防隊を現地に急行させ緊急処置を講ずる。打

上安全監理責任者は、事故等の状況により図-15に示す現地

事故対策本部を設置し事故処理等の指揮にあたるとともに、

地方公共団体等外部関係機関に緊急連絡し応援を要請する。

さらに、ロケット打上げ執行作業における重大な事故等が発生

した場合は、JAXAが図-16に示す事故対策本部を設置し、

MHIからの協力を受けて必要な措置を講ずる。 

V． JAXAの安全対策等に対する所見 
 以上のとおり、H-ⅡAロケット21号機の打上げにおいて、JAXA

が計画している保安及び防御対策、地上安全対策、飛行安全対

策並びに安全管理体制は｡「安全評価基準」に規定する要件を満

たし､所要の対策が講じられており、妥当であると判断する。 

表及び図のリスト 

 

表-1 ロケット等搭載用保安物リスト 

表-2 打上げ時地上安全に係る警戒区域に関する爆風等に対す

る保安距離 

 

図-1 H-ⅡAロケット搭載保安物概要（高圧ガス、危険物等） 

図-2 打上げ時の陸上警戒区域 

図-3 海上警戒区域 

図-4 ガス拡散範囲に係る通報連絡範囲及び落下限界線 

図-5 吉信射点消火設備配置図 

図-6 H-ⅡAロケット21号機の飛行経路概要（機体現在位置） 

図-7 落下物の落下予想区域 

図-８ ロケットの落下予測点軌跡と3σ分散範囲 

図-9 飛行安全システム概念図 

図-10 打上安全監理体制（JAXA） 

図-11 打上げ執行体制（MHI） 

図-12 地上安全組織及び業務 

図-13 飛行安全組織及び業務 

図-14 自衛消防隊の組織 

図-15 現地事故対策本部の組織 

図-16 安全に係る重大な事故発生時の事故対策本部の組織 



















添付 

 

H-ⅡAロケット21号機による 

第一期水循環変動観測衛星「しずく」（GCOM-W1）および 

韓国多目的実用衛星3号機（KOMPSAT-3）等の 

打上げに係る安全の確保に関する調査審議について 

 

1． 調査審議の趣旨 
 ロケットの打上げに係る安全評価については、「ロケットによる

人工衛星等の打上げに係る安全評価基準（平成22年11月4日 

宇宙開発委員会）」（以下「安全評価基準」という。）に基づき調

査審議を行っているところである。 

 平成24年度には、H-ⅡAロケット21号機による第一期水循環

変動観測衛星「しずく」（GCOM-W1）および韓国多目的実用衛

星3号機（KOMPSAT-3）等の打上げが予定されており、独立行

政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）による安全審査が終了

したことから、この打上げに係る安全対策について、安全部会

において次のとおり調査審議を行うこととする。 

 

2． 調査審議を行う事項 
 H-ⅡAロケット21号機の打上げに関して、安全評価基準に基

づき、以下の観点から安全対策の妥当性について調査審議を

行う。 

① 保安及び防御対策 

② 地上安全対策 

③ 飛行安全対策 

④ 安全管理体制 

3． 日程 
 調査審議の結果は、2月中を目途に宇宙開発委員会に報告

するものとする。 

 

4． 安全部会の構成員 
 本調査審議に係る安全部会の構成員は、別紙のとおり。 

 

 

 

-------------------------------------------------------- 

 

 

 

 

（別紙） 

宇宙開発委員会安全部会構成員 

 

（委員） 

部 会 長 河内山治朗 宇宙開発委員会委員 

部会長代理 井上 一 宇宙開発委員会委員 

 

（特別委員） 

飯田光明 独立行政法人産業技術総合研究所環境安全管理

部長 

工藤 勲 北海道大学名誉教授 

熊谷 博 独立行政法人情報通信研究機構理事 

栗林忠男 慶應義塾大学名誉教授 



河野通方 独立行政法人大学評価・学位授与機構教授 

佐藤吉信 国立大学法人東京海洋大学海洋工学部教授 

下平勝幸 元日本大学理工学部非常勤講師 

首藤由紀 株式会社社会安全研究所取締役 副所長 

竹ケ原春貴 公立大学法人首都大学東京大学院システムデザイ

ン研究科教授 

中島 俊 帝京大学理工学部航空宇宙工学科教授 

中村 順 財団法人総合安全工学研究所調査研究部長 

花田俊也 国立大学法人九州大学大学院工学研究院准教授 

馬嶋秀行 国立大学法人鹿児島大学大学院医歯学総合研究

科教授 

松尾亜紀子 慶應義塾大学理工学部教授 

宮沢与和 国立大学法人九州大学大学院工学研究院教授 

宮本 晃 日本大学大学院総合社会情報研究科教授 

（参考） 

 宇宙開発委員会の運営等について  (平成十三年一月十日
宇宙開発委員会決定) 

 文部科学省設置法及び宇宙開発委員会令に定めるもののほ

か、宇宙開発委員会（以下「委員会」という。）の議事の手続きそ

の他委員会の運営に関して、以下のとおり定める。 

 

第一章 本委員会 

 （開催） 

 第一条 本委員会は、毎週1回開催することを例とするほか、必要

に応じて臨時に開催できるものとする。 

 （主宰） 

 第二条 委員長は、本委員会を主宰する。 

 （会議回数等） 

 第三条 本委員会の会議回数は、暦年をもって整理するものとす

る。 

 （議案及び資料） 

 第四条 委員長は、あらかじめ議案を整理し必要な資料を添えて

本委員会に附議しなければならない。 

 2 委員は、自ら必要と認める事案を議案として本委員会に

附議することを求めることができる。 

 （関係行政機関の職員等の出席） 

 第五条 委員会の幹事及び議案に必要な関係行政機関の職員

は、本委員会の求めに応じて、本委員会に出席し、その

意見を述べることができる。 

 2 本委員会は、必要があると認めるときは、前項に規定する

者以外の者の出席を求め、その意見を聞くことができる。 



 （議事要旨の作成及び配布） 

 第六条 本委員会の議事要旨は、本委員会の議事経過の要点を

摘録して作成し、本委員会において配布し、その確認を

求めるものとする。 

 

第二章 部会 

 （開催） 

 第七条 部会は、必要に応じて随時開催できる。 

 2 部会は、部会長が招集する。 

 （主宰） 

 第八条 部会長は、部会を主宰する。 

 （調査審議事項） 

 第九条 部会において調査審議すべき事項は、委員会が定め

る。 

 （関係行政機関の職員等の出席） 

 第十条 委員会の幹事及び議案の審議に必要な関係行政機関

の職員は、部会の求めに応じて、部会に出席し、その意

見を述べることができる。 

 2 部会は、必要があると認めるときは、前項に規定する者以

外の出席を求め、その意見を聞くことができる。 

 （報告又は意見の開陳） 

 第十一条 部会において調査審議が終了したときは、部会長は、

その結果に基づき、委員会に報告し、又は意見を述べる

ものとする。 

 （雑則） 

 第十二条 本章に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事

項は、部会長が定める。 

 

第三章 会議の公開等 

 （会議の公開） 

 第十三条 本委員会及び部会の議事、会議資料及び議事録は、

公開する。ただし、特段の事情がある場合においては、

事前に理由を公表した上で非公開とすることができる。 

 （意見の公募） 

 第十四条 本委員会又は部会における調査審議のうち特に重要

な事項に関するものについては、その報告書案等を公表

し、国民から意見の公募を行うものとする。 

 2 前項の公募に対して応募された意見については、本委

員会又は部会において公開し、審議に反映する。 

 （雑則） 

 第十五条 本章に定めるもののほか、公開等に関し詳細な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

第四章 その他 

 （雑則） 

 第十六条 前条までに定めるもののほか、議事の手続きその他委

員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

 


	tei_7_1.pdf
	anz_4_1_5_1

